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大阪湾の環境に係る主な施策の実施状況について 

 

 

「水質総量削減計画」においては、発生負荷量管理等調査等を活用し、毎年、適切な進行管理、

点検評価を行うこととしている。 

また、「瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画」に掲げる施策の推進にあたっては、庁内

関係部局はもとより、国や関係府県、市町村、事業者、NPO等との情報共有・連携により円滑な

推進を図ることとし、進捗状況の点検を行うこととしている。 

上記の内容をふまえ、主な施策の実施状況について整理した。 

 

１ 大阪府における第８次総量削減の実施状況 

（１）削減目標量の達成状況 

第８次総量削減計画は、目標年度を令和元年度として、平成 29 年６月に策定している（参

考資料１－３参照）。令和元年度における汚濁負荷量は表１に示すとおりであり、COD、窒素、

りんとも、第８次総量削減計画の削減目標量を達成している。 

 
表１ 発生源別の汚濁負荷量の削減目標量及び実績（第８次総量） 

（トン／日）  

 化学的酸素要求量 

（COD） 

窒素含有量 りん含有量 

 削減目標量※ 令和元年度実績 削減目標量※ 令和元年度実績 削減目標量※ 令和元年度実績 

生活排水 36 34 28 26 1.7 1.6 

産業排水 6 5 6 5 0.4 0.4 

その他 4 4 14 13 0.8 0.8 

合計 46 44 48 44 2.9 2.7 

※「削減目標量」は、目標年度までに削減する汚濁負荷量ではなく、目標年度における汚濁負荷量で示している。 

 

（汚濁負荷量の削減）  
府域における汚濁負荷量の推移  

・CODに係る汚濁負荷量は、図１－１に示すとおり、令和元年度末時点で、昭和 54年度比で 77％

削減している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１－１ CODに係る汚濁負荷量の推移 
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・窒素、りんに係る汚濁負荷量は、図１－２及び図１－３に示すとおり、令和元年度末時点で、

平成 11年度比で、窒素は 51％、りんは 63％削減している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

府域における発生源別の内訳  

・ COD の発生源別の内訳は図２－１に示すとおりであり、生活系が占める割合が約８割と高

い。産業系は 12％。全体としては、下水処理場が占める割合が約７割と高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１－３ りんに係る汚濁負荷量の推移 図１－２ 窒素に係る汚濁負荷量の推移 
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図２－１ 令和元年度における COD の 

汚濁負荷量の発生源別の内訳 
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・窒素、りんの発生源別の内訳は図２－２、２－３に示すとおりであり、生活系が占める割合が約

６割と高い。次いで、その他(面源等)が 30％で、産業系は 12％である。全体として下水処理場

が占める割合が、７～８割と高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図２－２ 令和元年度における窒素の 

汚濁負荷量の発生源別の内訳 

図２－３ 令和元年度におけるりんの 

汚濁負荷量の発生源別の内訳 
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（２）削減目標量の達成のための方途の実施状況 

 第８次総量削減計画においては、削減負荷量の達成のための方途として、生活系排水対策につ

いては下水道の整備や一般家庭における生活排水対策等を、産業系排水対策については総量規

制基準の設定とその遵守の徹底等を、その他の汚濁発生源に係る対策については農地からの負

荷削減や畜産排水対策等を掲げている。また、その他汚濁負荷量の総量の削減に関し必要な事項

として、干潟等の造成・保全や窪地対策等を掲げている。これらの実施状況は次に示すとおりで

ある。 

 

① 生活系排水対策 

（下水道等の整備等） 

 ・生活排水の 100％適正処理を目指し、下水道の整備や下水道への接続を促進するとともに、

下水道が整備されない地域においては、合併処理浄化槽等の普及の促進等を図ってきた結

果、生活排水適正処理率は、図３のとおり改善が進んでおり、表２に示すとおり、令和元年

度末時点で、平成 26年度末から比べて 1.2ポイント増加し 96.2％となった。また、未処理

人口は、令和元年度末時点で、平成 26年度末から比べて 11万人減少し、33万人となった。 
 

表２ 生活排水処理の状況 

 整備手法 人口(千人) 

H21年度 H26年度 R1 年度 

処理人口 公共下水道 7,936.2 8,167.1 8,294.0 

農業集落排水施設 0.6 0.8 0.7 

合併処理浄化槽 295.6 250.0 217.2 

コミュニティプラント 0.5 0.5 0.0 

計 

(全人口に占める割合)  

8,232.9 

(92.7%) 

8,418.3 

(95.0%) 

8,511.9 

(96.2%) 

未処理人口  651.6 442.3 332.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「水質汚濁防止法」に基づく生活排水対策重点地域として、令和２年度末時点で 13市 14地

域を指定している。また、生活排水処理計画については、令和２年度末時点で、41市町村が

策定している。 

・府では、大阪府生活排水処理計画整備指針（平成 24年３月）に基づき、大阪府域版コスト

計算モデル（平成 26 年６月改定）の作成などを通じて、生活排水対策処理に係る事業主体

である市町村の生活排水処理計画の策定・見直しを技術的に支援している。 

図３ 生活排水適正処理率の推移 
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・下水道普及率※については、令和元年度末時点で、26年度末から比べて 1.1ポイント増加し

96.7％となった。(※下水道普及率：行政人口に、下水道で処理可能な区域内の人口が占める割合) 

また、令和元年度末で、府内において稼動する 39処理場のうち、20処理場が窒素・りん

同時除去対応となっています。高度処理普及率については表３に示すとおり、令和元年度末

時点で、26年度末から比べて 6.4ポイント増加し、65.3％となった。 

 
 

表３ 大阪府域の高度処理普及率の推移 

年度 
流域内人口 

（千人） 

高度処理の 

接続人口（千人） 

高度処理 

普及率 ％ 

（接続人口） 

H21 8,891 4,434 49.9 

H26 8,857 5,221 58.9 

R1 8,843 5,777 65.3 

 

・合流式下水道の改善を図るため、各下水道管理者は、合流式下水道改善計画を策定し、分流

並み負荷量の達成を目指して取組みを進めている。府流域下水道及び大阪市単独公共下水道

では、平成 35 年度を目標年次として、分流並み負荷量の達成を目指して取組みを進めてお

り、令和元年度末時点の進捗率は約 63％である。 

 ・浄化槽については、合併処理浄化槽が、浄化槽設置整備事業等により、年間約 1,000基（平

成 27年度～令和元年度の平均）が新設されている。 

 

② 産業系排水対策 

・府域では、令和元年度末時点で、3,650事業場に対し、「水質汚濁防止法」・「瀬戸内海環境保

全特別措置法」・「大阪府生活環境の保全等に関する条例」に基づく排水規制を行っており、

うち総量規制対象は 417事業場であり、毎月汚濁負荷量の報告を求め、総量規制基準の遵守

状況をチェックし、必要な指導を行っている。令和元年度は 2,554事業場に立入検査を実施

している。 

 

③ その他の汚濁発生源に係る対策 

・農地からの負荷削減対策については、環境負荷の少ない農業を積極的に推進するため、農薬

や化学肥料の使用を通常の半分以下に抑えて栽培された農産物を認証する「大阪エコ農産物

認証制度」を推進している。令和２年度の認証面積は 516.9haであった。 

・畜産排水対策として、家畜排せつ物の適正処理及び有効利用を促進している。 

「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」に基づく管理基準は、令和２年

12月 1日現在、府域のすべての適用対象農家において遵守されている。 

・養殖漁場の環境改善を図るため、「持続的養殖生産確保法」（平成 11年法律第 51号）に基づ

き、給餌量の低減、汚濁負荷の少ない飼餌料の使用の促進等により、養殖漁場の環境管理の

適正化を推進している。飼育密度の把握に努め、適切な量の給餌を行うことで、飼育水の汚

濁を防止している。 

 

④ その他汚濁負荷量の総量の削減に関し必要な事項 

・①～③に掲げる事項のほか、「瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画」（平成 28年 10月

変更）に掲げる沿岸域の環境の保全、再生及び創出等に関する施策を踏まえ、表４に掲げる

事項を推進している。（実施状況については、「２．瀬戸内海の環境の保全に係る大阪府計画

にかかる主な施策の実施状況」を参照。） 
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表４「その他汚濁負荷量の総量の削減に関し必要な事項」の実施状況の記載箇所について 

項目 「２．瀬戸内海の環境の保全に関

する大阪府計画にかかる主な施
策の実施状況」における記載箇所 

(１) 藻場・干潟等の保全、再生及び創出 (1)①②④、(2)④ 

(２) 生物による水質浄化機能の向上等 (1)①、(2)④ 

(３) 底質環境の改善に向けた取組の推進 (1)⑤、(2)⑦ 

(４) 貧酸素水塊の発生の抑制に向けた取組、窪地の埋め戻しの推進 (1)⑤、(2)⑤ 

(５) 自然との共生や環境との調和に配慮した防災・減災対策の推進 (3)③ 

(６) 多様な主体と連携した取組の推進   

 ア 湾南部における「里海づくり」の推進 (1)③ 

 イ 湾奥部における海と親しめる場や機会の拡充 (3)① 

 ウ 広域的な連携の強化 (5)④ 

(７) 陸域における健全な水循環の回復 (2)⑪ 

(８) 調査研究と取組の推進 (5)② 

(９) 監視体制の整備等 (5)① 

(10) 普及啓発 (5)⑤⑥ 

※「(11) 中小企業者への助成措置」の実施状況として、事業場に対して助言を行うなど、水質汚濁防止対策を促進 
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２ 瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画にかかる主な施策の実施状況 

「瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画」に掲げる施策の推進にあたっては、庁内関係部

局はもとより、国や関係府県、市町村、事業者、NPO等との情報共有・連携により円滑な推進を

図ることとし、表５に示す指標を用いて進捗状況の点検を行うこととしている。 

 

表５ 瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画の進捗状況の点検のための指標 

１ 沿岸域の環境の保全、再生及び創出に関する指標 ２ 水質の保全及び管理に関する指標 

・生物の生息環境の創出箇所数、実施規模 
・藻場・干潟の面積 

・海岸生物調査における出現種数、個体数 
・底質改善手法の調査研究・対策の事例 
・底生生物調査における出現種数、個体数 

・窪地の埋め戻し実施箇所数、埋め戻し量 
・「里海づくり」の取組の事例と箇所数 
・自然海浜保全地区指定数 

・生物多様性地域戦略の策定自治体数 

・水質汚濁に係る環境基準の達成状況 
・水質（COD,T-N,DIN,T-P,DIP,TOC,底層 DO,透明度等）の状況 

・底質（COD,強熱減量,T-N,T-P,硫化物,酸化還元電位等）の状
況 

・水温の状況 

・貧酸素水塊の発生状況 
・赤潮の発生状況 
・クロロフィル aの状況 

・植物プランクトンの状況 
・動物プランクトンの状況 
・発生負荷量・流入負荷量 

・生活排水適正処理率 
・高度処理普及率 
・合流式下水道改善率 

・水浴場の水質判定基準の達成状況 
・海水の流動改善等に係る調査研究・対策の事例 
・生物の生息環境創出箇所における水質浄化の状況 

・貧酸素水塊の発生抑制に係る調査研究・対策の事例 
・栄養塩類の適切な濃度レベル及び管理手法の調査研究・対策
の事例 

・気候変動の影響を把握するために必要な基礎データの収集・
解析及び適応策に関する調査研究・対策の事例 

３ 都市の魅力を高める潤い・安心の創出と自然景観及び
文化的景観の保全に関する指標 

４ 水産資源の持続的な利用の確保に関する指標 

・大阪湾と親しめる場の数 

・既存の場のＰＲの強化・利便性の向上事例 
・住民や企業等と連携した景観の魅力創出に向けた取組事例 
・防潮堤や護岸の整備・補修・更新時における、海へのアクセ

スや景観への配慮、環境配慮型構造物の採用等の取組事例 
・企業等と連携したエコツーリズムの実施事例 
・漂流・漂着・海底ごみの発生の抑制に係る啓発の事例とその

件数 
・国定公園・府立自然公園利用者数 
・国定公園・府立自然公園面積 

・景観法に基づく景観計画の策定自治体数 
・保安林指定面積（魚つき保安林を含む） 
・都市公園面積 

・都市計画法に基づく風致地区指定面積 
・都市緑地法に基づく特別緑地保全地区指定面積  
・史跡、名勝、天然記念物等の国・府指定件数 

・海水浴場の利用者数 
・漂流ごみ、海底ごみ回収量 
・海岸等における美化活動参加者数及びごみ回収量 

・大阪湾の環境保全に関連するイベント数・参加者数 

・栽培漁業の対象魚種数・放流尾数 

・資源管理の対象魚種数 
・資源管理における遊漁者の取組事例 
・漁場整備面積 

・広域的な漁場整備の実施事例 
・漁業生産量 
・ノリ・ワカメの生産量 

５ 基盤的な施策に関する指標 

・広域的に連携した環境保全に係る取組の事例 

・関連するホームページとその閲覧数 
・環境教育・環境学習の推進事例 

 

上記の指標を踏まえ、瀬戸内海の環境の保全に係る大阪府計画にかかる主な施策の実施状況につ

いて以下のとおり整理を行った。なお、１はゾーン１、２はゾーン２、３はゾーン３、陸は陸域

に関連していることを示す。また、指標のフォローアップ結果については、資料１－４に整理し

た。 
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（１） 沿岸域の環境の保全、再生及び創出 

①湾奥部における生物が生息しやすい場の創出（重点ゾーン：１） 

○ 環境に配慮した護岸の整備・改修   

（大阪湾広域臨海環境整備センター） 

・大阪沖埋立処分場では、北西側護岸の約 1,300ｍを緩傾斜護岸としている（平成 21年度概成）。

（図４参照） 

・泉大津沖埋立処分場において、垂直護岸を環境配慮型護岸（エコ護岸）に改修しており、

平成 24年度までに 80ｍを整備した。（図５参照） 

（国） 

・堺泉北港堺２区において、生物相の改善効果等を調査する実証実験を行うため、平成 21

年度に、護岸の老朽化対策や耐震性向上とあわせて、護岸に干潟等の機能を持たせる生物

共生型護岸を整備した。 
 

 
図４ 大阪沖埋立処分場の緩傾斜護岸 

 
図５ 泉大津沖処分場のエコ護岸 

 

（府）環境改善モデル設備等の民間公募（「豊かな大阪湾」環境改善モデル事業）  

  ・水質改善や生物生息の場の創出に寄与する環境改善モデル設備の設置等について公募を 

行い、その費用の一部を補助した。 

   （実績）令和元年度 ２事業（図６参照） 

令和３年度 ２事業（予定） ※うち１事業は、プラスチック問題にかかる調査技術 

 

 

 
事業①：藻場造成、生物生息空間の創出及び環境改善効果実証実験 

 

 
事業②：貝殻ブロック及び貝殻基質ユニットを用いた生物生息の場の創出 

 
図６ 「豊かな大阪湾」環境改善モデル事業（令和元年度採択事業） 

事業② 設置場所 
（泉大津旧港） 

シマイサキの幼魚 

事業① 設置場所 

（浜寺水路） 
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②藻場・干潟・砂浜の保全等（重点ゾーン：１、２、３） 

○ 藻場の造成（府・民）２ 

平成 22年度から平成 26年度にかけて泉佐野市・田尻町・泉南市地先海域において藻場着

生基質を設置した。藻場の現状の構成種等を調べるため、令和元年度及び令和２年度に泉佐

野市以南の地先海域において現地調査を実施した。（図７参照）一部の海域では藻場の消失・

減少が確認された。 

また、関西エアポート株式会社では、一期空港島の護岸延長約 11 ㎞のうち約 80％及び二

期空港島の護岸延長約 13kmの 90％以上の範囲に緩傾斜石積護岸を採用し、藻場造成に取り

組んでいる。 

なお、環境省が実施する藻場・干潟分布状況調査結果によると、平成 27年度の府の区域に

おける藻場面積は 97haであった。 

○ 干潟の保全（府）２ 

貴重な干潟が残されている男里川河口を鳥獣保護区に指定している。 

なお、環境省が実施する藻場・干潟分布状況調査結果によると、平成 27年度の府の区域に

おける干潟面積は 38haであった。 

○ 人工干潟の整備（府）１ 

生物生息環境の形成や生物による水質浄化等の活用を目的とし、大和川河口部に隣接した

堺泉北港堺第２区において、平成９年度から人工干潟（面積 約 10ha）の整備を行っている。

（図８参照）これまでに石積堤を築造し、平成 25 年度末までに石積堤で囲まれた区域に大

和川の浚渫土を約 31 万ｍ3 メートル投入している。（事業は継続中）また、人工干潟の環境

の変化の推移を調べるため、毎年、水質や生物調査を実施している。 

 

 

 

図７ 造成した藻場の様子 

（左：カジメ 右：ホンダワラ類） 

 

図８ 堺２区における人工干潟の整備 

 

③湾南部における「里海づくり」の推進（重点ゾーン：２、３） 

 〇湾南部における「里海づくり」の推進 

平成 30年 11月に阪南市で開催された「全国アマモサミット」の開催を、大阪湾環境保全協

議会として支援し、府民が主体となったアマモ場の創出をはじめとする里海づくりの活性化を

図った。 

環境省が実施した里海づくり活動状況調査によると、里海づくりの取組箇所数は、平成 26

年度に５件だったのに対し、平成 30年度には 11件と約２倍になった。 

（取組事例） 

・アドプト・シーサイド・プログラム（府） 

・関西国際空港の護岸を用いた藻場造成（関西エアポート株式会社） 

 

④自然海浜の保全等（重点ゾーン：１、２、３） 

○ 自然海浜保全地区の指定（府）２ 

「大阪府自然海浜保全地区条例」に基づき、岬町の小島地区及び長松地区の海岸を自然海
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浜保全地区に指定し、水質の監視や清掃を行っている。 

○ 養浜等による海浜環境の整備（府）２ 

自然海浜地区の保全のみにとどまらず、積極的に自然とのふれあいの場を整備するため、

せんなん里海公園で人工的に礒浜を整備している。 

 

⑤底質環境の改善に向けた取組、窪地の埋め戻しの推進（重点ゾーン：１、２） 

○ 窪地の埋め戻し（国・府・民） 

（窪地について） 

・ 海底の窪地は、昭和 30年代後半より埋め立て用の土砂を海底から掘削した際に出来たも

ので、大阪湾に 21か所存在する（総容積 約 3,600万ｍ3）。 

・ 内部にヘドロが溜まり、夏場、貧酸素状態になるため魚介類が生息できず、有害な青潮

発生の一因になっている。 

（窪地対策の実施体制） 

・国が、航路浚渫や河川浚渫等の事業で発生する土砂を活用し、埋め戻しを実施している。 

・窪地埋め戻しの推進等を目的として、令和元年度に、国、府、堺市で構成される「大阪湾

海域環境支援協議会」（事務局：近畿地方整備局）を設立した。 

・ 国が、学識経験者及び行政で構成される「海底地形修復技術に関する検討会」を設置し、

環境改善効果の把握や対策技術の評価を実施している。 

（実施状況） 

・府が、漁業にとっての価値や施工性等を勘案して、優先的に埋め戻す３箇所を選定し、 

国に提案した。（図９参照） 

・現在は阪南２区沖の埋め戻しが実施されており、表６に示すとおり、令和２年度末の進捗

率は 85％となっている。（国） 

 

 

図９ 窪地の位置図 

 

 

表６ 優先して埋戻す窪地の規模と進捗状況（令和２年度末） 

位置 
表面積 

（m2） 

周辺海

底との

水深差

（m） 

容積 
（万 m3） 

進捗状況 

埋戻量 
（万 m3） 

進捗率 

（％） 

堺２区北泊地 359,850 3.5 124.8 31 25 

阪南２区沖 452,450 5.8 452.7 386 85 

阪南港４区沖 1,287,000 10.5 1351.4 2 0.1 

合計 2,099,390  1928.9 419 22 
 

 

○ 海底耕耘の実施（府・民） 

漁業者が底びき漁船を活用し、堺・出島沖や岸和田沖を中心に海底耕耘を実施している。 

 

⑥海砂利の採取の抑制（重点ゾーン：１、２、３） 

府域では、海砂利の採取は行われていない。 

 

⑦埋立てに当たっての環境保全に対する配慮（重点ゾーン：１、２） 

○ 埋立てに当たっての環境保全に対する配慮（府・民）１ 

・大阪湾においては、現計画が策定された平成 20年度以降、大阪港内（大阪新島）で 20ha
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の埋立が免許されている。 

・免許にあたっては、「瀬戸内海環境保全特別措置法」第 13条第１項の埋立てについての規

定の運用に関する同条第２項の基本方針に沿って、海域環境、自然環境及び水産資源の保

全に十分配慮し、「環境影響評価法」及び「大阪府環境影響評価条例」に基づく環境影響評

価を適切に実施するとともに、条例に基づく事後調査を実施している。 

・大阪湾南東部泉州沖約５キロメートルの海上に位置している関西国際空港については、昭

和 62 年１月に工事に着工し、平成６年９月に開港、平成 11 年７月に２期工事に着工し、

平成 19年８月にＢ滑走路がオープンしている。現在、「環境影響評価法」及び「大阪府環

境影響評価条例」に基づく事後調査を毎年度実施している。今後、北側連絡誘導路等の施

設整備の実施が確定した場合は、環境影響評価を適切に実施する。 

 

（２）水質の保全及び管理 

 

①水質総量削減制度等の実施（重点ゾーン：１、２、３） 

  水質の汚濁の防止及び富栄養化による生活環境に係る被害発生の防止を図るため、水質

総量削減制度等に基づき、生活排水対策、産業排水対策及びその他の排水対策等を計画的

かつ総合的に実施した（実施状況については、「１大阪府における第８次総量削減の実施状

況」を参照）。 

 

（大阪湾への流入負荷量） 

 

 

 

 

 

 

②栄養塩類の適切な濃度レベル及び管理手法の確立に向けた取組の推進 

（重点ゾーン：１、２、３） 

 〇 大阪湾における栄養塩の適正管理と魚介類への影響に関する研究（大阪府立環境農林水産

図 10 大阪湾に流入する汚濁負荷量（COD）の分布（平成 28～30年、６月～８月平均） 
（大阪湾環境図説（令和２年５月）（近畿地方整備局）） 

（注）1.河川流量が計測されていない河川については、河川名を表示していない。 
   2.流入汚濁負荷量が少ない河川（0.05トン/日未満）については、河川名のみを表示した。 
   3.宮川、芦屋川、志筑川、洲本川は平成 28～30年の 8月の平均値、高橋川、天上川、石屋川、 

西郷川は平成 28、30年の 8月の値。 
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総合研究所）     

海洋生態系モデルを使用した大阪湾の食物網モデルを構築し、植物プランクトンの現存量を

変化させることによる漁獲量の感度解析等を実施した。 

 〇 湾南部の下水処理場における管理運転の検討（府） 

他県の下水処理場における管理運転の実施状況に係るヒアリングや、大阪湾の窒素・りんの

水質濃度の整理等を行い、湾南部の下水処理場における管理運転の実施について検討した。 

 

③湾奥部における栄養塩類の過度な偏在の解消に向けた取組の推進（重点ゾーン：１） 

 ○「豊かな大阪湾」創出手法に関する懇話会の開催（府） 

  多面的価値・機能が最大限に発揮された「豊かな大阪湾」を創出する手法を検討するため、

平成 29年６月から 30年２月まで「豊かな大阪湾」創出手法に関する懇話会を設置し、外部有

識者等と情報を共有しながら、幅広い観点から意見交換を実施した。 

計６回の懇話会での情報共有・意見交換を経て、湾奥部の課題を解決する手法や、手法の適

用に係るアイデアについてとりまとめた。（参考資料１－５参照） 

○「豊かな大阪湾」環境改善モデル事業の実施（府） 

「豊かな大阪湾」創出手法に関する懇話会の結果を踏まえ、令和元年度から「豊かな大阪湾」

環境改善モデル事業を実施し、民間公募により水質改善や生物生息の場の創出に寄与する環境

改善モデル設備を設置している。※「（１）沿岸域の環境の保全、再生及び創出」の「①湾奥

部における生物が生息しやすい場の創出」を参照。 

 ○湾奥部における栄養塩類実態調査（府） 

  湾奥部は、海水の流動性が低く物質が停滞して貧酸素水塊が発生しやすく、また、生物の生

息に適した場が少ないなどの課題があり、これらの課題を解決するための具体的な施策につ

いて検討を進めるにあたり、湾奥部における栄養塩類の滞留状況等の実態を把握するため、

調査を実施した。（図 11参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④湾奥部における生物が生息しやすい場の創出（再掲）（重点ゾーン：１） 

  ※「（１）沿岸域の環境の保全、再生及び創出」の「①湾奥部における生物が生息しやすい

場の創出」を参照。 

 

⑤貧酸素水塊の発生抑制に向けた取組の推進（重点ゾーン：１）  

 〇 大阪湾における貧酸素水塊の発生状況のモニタリング（大阪府立環境農林水産総合研究所） 

  毎年、４月から 10月にかけて概ね週１回のペースで、貧酸素水塊の発生状況のモニタリン

グを実施している。 

 〇 「閉鎖性海域水環境改善対策調査検討業務」における検討（国） 

  防波堤の撤去等による流動改善や浅場造成、覆砂、海底耕耘等の対策メニューを検討し、モ

デル計算による底層 DO改善効果の試算等を実施した。 

 

図 11 湾奥部における栄養塩類実態調査（H30～R1年度） 
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⑥生活排水処理施設の整備等（重点ゾーン：１、２、３） 

○ 下水道等の整備による生活排水の適正処理、下水道の高度処理の推進、合流式下水道の改善

（府・市町村） 

※「１大阪府における第８次総量削減の実施状況」を参照。 

 

⑦底質環境改善（重点ゾーン：１、２） 

○ 海底耕耘の実施（府・民） 

漁業者が海底耕耘を実施している（再掲）。 

 

⑧有害化学物質等の低減のための対策（重点ゾーン：１、２、３） 

○ 事業場の規制指導（府・市町村） 陸→１～３ 

府域では、令和元年度末時点で、約 3,650 事業場に対し、「水質汚濁防止法」・「瀬戸内海

環境保全特別措置法」・「大阪府生活環境の保全等に関する条例」に基づく排水規制を行って

いる（再掲）。 

「ダイオキシン類対策特別措置法」に基づき、74事業場（休止中除く）に対し水質に関す

る排出規制を行っている。公共用水域に排出水を排出する 25 事業場が実施した排出水の測

定結果によると、令和元年度はすべての事業場において排出基準に適合していた。 

○ 環境リスクの高い化学物質の排出削減（府・市）陸→１～３ 

・「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（ＰＲＴ

Ｒ法）・「大阪府生活環境の保全等に関する条例」に基づき、化学物質の排出量等の届出の

受理、データの集計・公表を行うとともに、事業者に対する指導・助言を実施している。 

・府では、化学物質の排出抑制のための対策、リスクコミュニケーション、災害時に備えた

対策等を促進するために化学物質対策セミナーの開催している。 

○ ＰＣＢ等による底質の悪化の防止・除去基準を上回る底質の除去（府・大阪市）１ 

・近年の常時監視においては除去基準を上回る底質は確認されていないが、過去に大正内港

（福町掘）において確認されたＰＣＢの除去基準を上回る底質について、平成 26 年度か

ら順次除去を行っている。 

 

⑨油等による汚染の防止（重点ゾーン：１、２、３） 

○事故による海洋汚染の未然防止、油等による汚染への対応・排出油等防止体制の整備等（国・

府・市町・民） 

・事故による海洋汚染を未然に防止するため、「消防法」及び「石油コンビナート等災害防

止法」に基づく規制の徹底と指導・監視の強化を図るともに、「大阪府石油コンビナート等

防災計画」等による防災活動の適切な運営を促進している。 

・「大阪湾における大規模油等流出事故等の環境保全にかかる通報連絡体制表」や「大阪湾・

播磨灘海域排出油等防除計画（令和２年４月改正）」等により対応を図ることとしている。 

・排出油等の流出拡大を防ぐため、港湾管理者や企業等がオイルフェンス、油吸着材等を整

備している。 

 

⑩海水浴場の保全その他の措置（重点ゾーン：１、２、３） 

○ 海水浴場水質検査の実施・流入河川域及び沿岸の事業所の指導（府・市町）２ 

・海水浴シーズン前の５月に海水浴場水質検査を実施している。令和元年度の結果は、府域 

の３箇所の各海水浴場が「可（水質Ｂ）」、岬町の淡輪は「適（水質ＡＡ）」となり、環境 

省が定める水質基準に適合していた。 

・海水浴場開設期間中は、流入河川域及び沿岸の事業所に対し、排水処理施設の維持管理の
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強化など、重点的な指導を実施している。 

○ 地域間・流域間の連携の強化（国・府・市町・民）１ 

大阪湾奥部については、富栄養化の程度が他の湾灘に比べて高いため、大阪湾再生推進

会議や大阪湾環境保全協議会等の取組みを通じ、行政や NPO等の協働のもと、地域間・流域

間の連携を強化し、水質保全を図っている。例年８月には官・民が連携して大阪湾水質一斉

調査を実施し、貧酸素水塊の発生状況等の把握に努めている。 

 

⑪健全な水循環・物質循環機能の維持・回復（重点ゾーン：１、２、３） 

○ 藻場の造成、人工干潟の整備 

※「（１）沿岸域の環境の保全、再生及び創出」の「②藻場・干潟・砂浜の保全等」を参照。 

○ 陸域における水循環機能の回復（府・市町・民） 

・森林域においては、人工林の間伐促進、単層林の複層林化、長期育成循環施業、広葉樹林

の造成等多様な森林の育成に取り組むとともに、放置森林の解消に向けて、治山事業等の効

果的実施や、住民、企業等の多様な主体の理解、参画により、手入れの遅れている森林、竹

林の整備に取り組むことによって森林の水源かん養機能の向上を図っている。 

・農地域においては、農地域農地やため池等がもつ保水機能や地下水涵養機能の保全、再生

に努めている。 

・都市域においては、学校や公園敷地内等での雨水の一時貯留や一定面積以上の開発に対し

て雨水貯留施設の設置の指導を行う等、雨水の貯留浸透を推進するとともに、雨水の流出抑

制を図っている。また、家庭や地域における雨水利用を推進するとともに、雨水及び下水道、

浄化槽処理排水の植栽への散水、便器洗浄水等への利用等、水の効率的利活用に努めている。 

・下水道の高度処理水の河川浄化用水としての利用を進めており、寝屋川流域では 14箇所で 

 最大 43万ｍ3/日の導水が行われている。 

・かつて水質が全国ワースト１になったこともある見出川の流域において、地域住民、市民団

体、学識経験者、行政等が協力して、平成 21 年度に見出川流域水循環再生計画を策定し、

取組みを推進している。なお、見出川の常時監視地点となっている「見出橋」では、平成 26

年度以降、環境基準の超過は見られていない。 

 

⑫気候変動への適応に向けた取組の推進（重点ゾーン：１、２、３） 

気候変動が水質や生物多様性・生物生産性へ与える影響を把握するために必要な基礎デー

タの収集・解析や、気候変動への適応策に関する調査研究や対策を推進している。 

  

 〇沿岸域及び閉鎖性海域・河川の水質等のモニタリング（府、研究所） 

・温暖化の影響把握のための河川及び大阪湾における水質等のモニタリングを継続実施に

よる基礎データの収集を実施している。 

・温暖化が河川及び大阪湾の水温、水質、生態系に及ぼす影響の解析している。 

 〇温暖化が河川及び大阪湾の水温、水質、生態系に及ぼす影響の解析（府、研究所） 

・「気候変動の影響に対する適応策（水環境分野）検討ワーキング」を設置し、これまでに

蓄積されたモニタリングデータの解析や、国等における適応策に関する調査研究の事例収

集等を実施している。 

 

（３）都市の魅力を高める潤い・安心の創出と自然景観及び文化的景観の保全 

① 湾奥部における海と親しめる場や機会の拡充（重点ゾーン：１） 

湾奥部において、海と親しめる場の整備や、既存の場のＰＲの強化、利便性の向上等を図

る。 
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大阪府内には、表７のとおり 18 箇所の海と親しめる場があり、このうち湾奥部に位置す

る、ちきりアイランド人工干潟について、「豊かな大阪湾」エコバスツアー（令和元年度実

施）により PRを実施した。また、大阪市や堺市の沿岸においてエコツーリズムを推進した。 

 

表７ 府内における海と親しめる場 （※○は湾奥部） 

○１ 矢倉緑地（大阪市） 10 樽井海水浴場 サザンビーチ・マーブルビーチ（泉南市） 

○２ 舞洲人工磯浜（大阪市） 11 男里川河口付近（泉南市） 

○３ 堺浜自然再生ふれあいビーチ（堺市） 12 尾崎～貝掛付近の砂浜（阪南市） 

○４ 浜寺水路海浜生物観察場（堺市） 13 箱作海水浴場（阪南市） 

○５ 高師浜（高石市） 14 せんなん里海公園人工磯浜（阪南市） 

○６ ちきりアイランド人工干潟（岸和田市） 15 淡輪海水浴場 

７ 二色の浜公園（貝塚市） 16 長松自然海浜保全地区 

８ りんくう公園（泉佐野市） 17 深日港 

９ マーブルビーチ（田尻町） 18 小島自然海浜保全地区 

 

②大阪の特徴を活かした、海と都市景観・産業景観が一体となった景観の魅力の創出 

（重点ゾーン：１、２、３） 

臨海部のダイナミックな景観や、海に向かって夕日が沈むなど、大阪の特徴を活かして、

海と都市景観・産業景観が一体となった景観の魅力を発掘し、ＰＲに努めている。 

  （これまでの取組の一例：夕日と海・まちが一体となった景観の創出の取組） 

 

○「ぐるっと大阪湾フォトコンテスト 大阪湾のチャームポイントをさがせっ！」の開催 

  （大阪湾環境保全協議会） 

  大阪湾が持つ魅力を発掘し、広く発信することにより、大阪湾の環境保全の取組みを推進 

 している。（図 13参照） 

 
大賞作品 「春を呼ぶ」 

図 13 第１回ぐるっと大阪湾フォトコンテスト 入賞作品 展示 

 

③自然との共生や環境との調和に配慮した防災・減災対策の推進（重点ゾーン：１、２） 

防潮堤や護岸の整備・補修・更新時に、海へのアクセスや景観への配慮、緩傾斜護岸や生

物共生型護岸等の環境配慮型構造物の採用等に努めている。 

〇堺旧港における史跡旧堺灯台と調和した親水護岸整備（府） 

     高潮対策などの防災機能を備えた延長約２kmの親水護岸が、令和２年度に完成した。（図

14参照） 

 

 

 

 

 

図 14 堺旧港における親水護岸の整備 
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④エコツーリズム等の推進 

○ 「豊かな大阪湾」エコバスツアーの実施（府）１ 

大阪湾の魅力的なスポットを巡り、海洋プラスチックごみ問題などを学ぶ環境学習会を実

施。（令和元年度新規事業）（図 15参照） 

○ 鉄道事業者と協働したエコツーリズムの推進（民・府）１ 

南海電鉄と協働し、平成 29 年度以降、年１～２回ウォーキングイベントを実施。（図 16

参照） 

○ 「大阪湾魅力ウォークマップ」の作成・配布（府）１ 

大阪湾の魅力スポットを巡る「大阪湾魅力ウォークマップ」を作成、府内市町村や関係

機関等に配布。（令和元年度新規事業） 

○ 「大阪湾魅力ウォーク withアスマイル」の開催１ 

健康活動マイレージアプリ「アスマイル」と連携し、大阪湾の魅力スポットを巡るウォー

キングイベントを実施。（府）（令和２年度新規事業）（図 17参照） 

○ 体験漁業の実施（民）２ 

府域漁業協同組合が体験漁業を実施している。 

○ 海と人が触れあえる場の整備（府）１ 

岸和田市の阪南２区（愛称：ちきりアイランド）に平成 16 年に完成した人工干潟（約５

ha）では、定期的に生物観察会が開催されるなど、海と人が触れあえる場として活用され

ている。（図 18参照） 

○ その他（市町・観光協会等） １ 

・各種ウォーキングイベント 

・クイズラリー 

・ビーチ清掃活動と講習・調査体験 

・海洋環境学習会 等 

 

図 15 豊かな大阪湾エコバスツアー 

    （岬町における美化活動の様子） 

 

 
図 16 南海電鉄うみ・まちウォーク 

   （阪南市における美化活動の様子） 

 

図 17 大阪湾魅力ウォーク withアスマイル 

（天保山コースの案内図） 

 

図 18 ちきりアイランドの人工干潟 
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⑤漂流・漂着・海底ごみ対策の推進 

○ 令和３年３月に「おおさか海ごみゼロプラン（大阪府海岸漂着物等対策推進地域計画）」を

策定し、海洋プラスチックごみ対策に重点を置いた取組みを実施している。 

○ 海上に浮遊するごみ、油等の回収（国・府・市・民）１ 

大阪港、堺泉北港に配備されている清掃船及び油回収船による回収を行っている。 

令和元年度は 3,412ｍ3のごみを除去した。 

○ 漁船、漁網を用いた浮遊ごみ、堆積ごみの除去（府・民）１～３ 

令和元年度は 1,310ｍ3のごみを除去した。 

○ 府民への広報活動、清掃活動への府民参加の推進（国・府・市町・民）１、２ 

・府民による海岸美化活動を支援する「アドプト・シーサイドプログラム」を実施しており、

令和２年４月時点で、14箇所（6つの海岸、3つの港、4つの道路、1つの海岸保全区域管理

用通路）の活動を支援している。 

・例年６、７月に関係機関が連携して「ごみをなくそう。水をきれいに！」合同キャンペー

ンを実施している。令和元年度は、６回の美化活動を実施した。 

 

⑥自然公園等の保全（重点ゾーン：１、２、３） 

○ 国定公園の指定（国・府）陸 

国定公園として、府内では金剛生駒紀泉国定公園及び明治の森箕面国定公園の２箇所が

指定されている。 

○ 府立阪南・岬自然公園の指定（府）２ 

府内で唯一、海浜部と近接した山系であり、随所から大阪湾や紀淡海峡が間近に広がる

眺望が楽しめるエリアが、平成 23年に府立自然公園として指定された。 

 

⑦緑地等の保全（重点ゾーン：１、２、３） 

○ 緑地等の保全（国・府・市町・民）１、２、陸 

・「近畿圏の保全区域の整備に関する法律」に基づき、和泉葛城近郊緑地保全区域が指定さ

れているほか、「森林法」に基づき保安林等が指定されている。 

・平成 21年 12月に、自然環境の保全等に関する施策の推進方向や多様性のある豊かな緑の

創出に関する基本的な計画として「みどりの大阪推進計画」を策定し、臨海部の保全・再

生等を推進している。（図 19参照） 

○ 沿岸都市地域における緑地の確保・緑化修景の措置（府・市・民）１ 

港湾等において緑地の整備を進めている。産業廃棄物埋立処分場である堺第 7－3 区（約

280ha）では、市民・NPO 等の参加のもと森として整備することが位置づけられた 100ha の

区域を「共生の森」として整備を進めている。令和元年度は 1,400ｍ2 に約 700 本の苗木を

植え、これまで約 40,000本の苗木を植えた。（図 20参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 健全な森林の保護育成のための事業の実施 陸 

保安林整備、治山事業、森林造成事業、府営林整備・管理事業及び森林病害虫防除事業等

図 19 府立阪南・岬自然公園からの眺望 図 20 「共生の森」における整備状況 
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を推進している。 

 

〇 魚庭（なにわ）の森づくりの推進 

森と海は川を通じ、栄養分の補給など密接に繋がってお

り、森が荒廃すると海にも悪影響を与える。そこで、平成 13

年より、大阪府内 24 漁業協同組合の若手漁業者が中心とな

って、「森と川と海はひとつ」をモットーに、大阪湾を豊か

な漁場として育むために、府内の森や埋立地で水源地として

の山を肥らせる植林、下草刈り、竹林伐採などの保全活動を

行っている。（図 21参照） 

 

⑧史跡、名勝、天然記念物等の保全 

 

○ 史跡等の保全（国・府）１、２ 

沿岸地域には、「文化財保護法」に基づく史跡である西陵古墳第一・第二古墳、旧堺燈台や

重要文化財である船守神社本殿をはじめとした文化財があり、これらの文化財ができるだけ

良好な状態で保全されるよう関係法令に基づく規制を徹底するとともに、防災施設の設置、

保存修理及び環境整備等の対策を推進している。 

堺旧港における高潮対策等の整備においては、旧堺灯台との調和に配慮しながら事業を進

めており、高潮対策などの防災機能を備えた延長約２km の親水護岸が、令和２年度に完成

した。 

 

⑨良好な景観の形成（重点ゾーン：１、２、３） 

 

○ 景観計画に基づく規制誘導（府）１、２ 

大阪府景観計画（平成 24年４月変更）における景観計画区域として「大阪湾岸区域」を指

定し、「良好な景観の形成に関する方針」や「良好な景観形成のための行為の制限に関する事

項」を定め、大規模建築物の建築行為等を行う際に届出を義務付け、規制誘導を実施してい

る。 

 

（４）水産資源の持続的な利用の確保 

「大阪府新農林水産業振興ビジョン（平成 24年３月策定）」に示された水産業の目標を実

現するための行動計画として、「新・大阪府豊かな海づくりプラン」を平成 27年４月に策定

（令和２年５月改定）し、「『はま』が潤い、豊かな恵みを『まち』に届ける海づくり」を目

指して取組みを推進している。 

 

①栽培漁業の推進（重点ゾーン：１、２、３） 

  栽培漁業センターを核として、大阪湾の中高級魚介類の種苗生産・中間育成・放流を 

行っている。現在は、「第７次大阪府栽培漁業基本計画（平成 27年４月策定、令和元年 

５月変更）」に基づき、ヒラメ、キジハタ、アカガイの種苗生産・放流等に取り組んでい 

る。 

 

②資源管理型漁業の推進、資源管理への遊漁者の協力（重点ゾーン：１、２、３） 

瀬戸内海全体で禁漁期の設定や放流に取り組んだサワラ、府漁連の資源管理部会におい

て小型魚の保護等に取り組んでいるキジハタなどで近年資源量が回復している。（図 22参

図 21 魚庭の森づくりの作業状況 
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照） 

釣り関係団体において、自主的に、体長制限や過度な撒き餌の自粛等の取組みがなされ

ている。 

 

③広域的な漁場整備の推進（重点ゾーン：２、３） 

「④地先海域における漁場整備の推進」に示すような取組みを実施し、魚類等が成長しな

がら湾内を移動していく実態を踏まえ、成長段階に応じた増殖場等の場の整備を各海域で行

うことにより、湾全域での資源量の増加を目指すような、広域的な視点を持った漁場整備を

推進している。 

 

④地先海域における漁場整備の推進（重点ゾーン：２、３） 

地先海域において、定着性の魚類等の産卵場や稚魚の育成場となる増殖場の整備（藻場造成 

等）を推進している。 

・藻場の造成、人工干潟の整備（再掲）  

平成 22年度から平成 26年度にかけて泉佐野市・田尻町・泉南市地先海域において藻場着

生基質を設置した。藻場の現状の構成種等を調べるため、令和元年度及び令和２年度に泉佐

野市以南の地先海域において現地調査を実施した。一部の海域では藻場の消失・減少が確認

された。また、堺泉北港堺第２区において、平成９年度から人工干潟の整備を行っている。 

・岸和田市～泉佐野市地先海域における攪拌ブロック礁の設置 

攪拌ブロック礁は、水の流れがブロックに衝突した時に発生する力を活用して、貧酸素

水塊が発生する原因となる底質の改善及び上下層の混合による水温躍層の緩和を図るも

のである。このブロックを、東岸恒流帯に沿って、効果的と考えられる範囲内に面的に整

備し、広域的な漁場整備を図ることを目的としている。平成 26 年度から令和２年度にか

けて岸和田市から泉佐野市沖に攪拌ブロック礁を計 200基設置した。（図 23参照） 

 

 

図 22 キジハタ  

図 23 攪拌ブロック礁 

 

（５）基盤的な施策 

①水質等の監視測定 

○ 常時監視（国・府・市）１～３、陸 

・公共用水域については、「水質汚濁防止法」に基づき、水質測定計画を策定して調査を行っ

ている。令和２年度は、河川については 100 河川 139 地点、海域については 22 地点で水質

調査を実施した。 

・ダイオキシン類については、「ダイオキシン類対策特別措置法」に基づき、大気、河川水質、

海域水質、河川底質、海域底質、地下水質及び土壌についてダイオキシン類の調査を行って

いる。令和２年度は、水質に関しては、河川水質・底質各 63 地点、海域水質・底質各８地

点で調査を実施した。 

 

②環境保全に関するモニタリング、調査研究及び技術の開発等 

○ 大阪湾に関連する調査研究の推進（府立環境農林水産総合研究所）１～３、陸 
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＜令和２年度における主な調査研究内容＞ 

 ・漁業環境モニタリングの実施 

  漁業生産力の向上策の検討に資するよう、大阪湾全域の 20定点で、水温、塩分、溶存酸素、 

  リン等を測定し、ホームページ等により府民や漁業者へ広く情報発信を行う。 

 

③廃棄物の処理施設の整備及び処分地の確保 

○ 廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用の促進（府・市町村・民）陸 

令和２年度に策定した「大阪府循環型社会推進計画」に基づき、府内における資源の循環

的利用に向けた取組みを促進している。 

○ 処理施設等の整備 陸 

府域の平成 30年度末のごみ処理施設の整備状況は、ごみ焼却施設 15市町 10組合（処理

能力 12,529トン/日）、粗大ごみ処理施設 14市町 10組合（処理能力 1,336トン／日）、不

燃物処理・資源化施設８市町８組合（処理能力 337トン/日）、リサイクルプラザ４市３組

合において整備されている。 

また、産業廃棄物については、事業者及び産業廃棄物処理業者等が講ずる処理対策が適切

に進められるよう監視指導を行うとともに、不適正処理対策を推進している。 

○ 処分地の確保 陸、１ 

府域においては、平成 30年度末において、一般廃棄物の最終処分場６カ所（残余容量約

212 万ｍ3（産業廃棄物を併せて埋立処分している最終処分場を含む。））、産業廃棄物の最

終処分場２カ所、公共関与による最終処分場として大阪湾圏域広域処理場整備事業（フェ

ニックス事業）泉大津沖埋立処分場及び大阪沖埋立処分場（残余容量約 895万ｍ3）が確保

されている。 

大阪湾圏域広域処理場整備事業については、関係地方公共団体等と協力して、環境の保全

に留意しつつ事業の推進に努めている。 

 

④広域的な連携の強化等 

○ 広域的な連携の強化（国、府、市町） 

・ 瀬戸内海は 13 府県が関係する広範な海域であることから、環境保全施策の推進のため、

瀬戸内海環境保全知事・市長会議や公益社団法人瀬戸内海環境保全協会、特定非営利活動

法人瀬戸内海研究会議を積極的に活用し、各地域間の広域的な連携の強化を図っている。 

・ 大阪湾に関連する国の機関・自治体・団体で構成される大阪湾再生推進会議（事務局：

近畿地方整備局）で策定した「大阪湾再生行動計画（平成 16年３月）」の進捗状況につい

てフォローアップを行い、取組状況の的確な把握と着実な実施に努め、関係者間の連携の

強化を図っている。大阪湾再生推進会議では、大阪湾及び大阪湾集水域における水質を把

握し、水環境の改善状況を確認するとともに、大阪湾における汚濁機構解明と対策の検討

のための情報収集・蓄積を行うことを目的に、陸域・海域で連携した大阪湾再生水質一斉

調査を平成 16 年度から夏季に実施している。 

・ 大阪湾に面する１府２県 17 市３町で構成される大阪湾環境保全協議会（事務局：大阪

府）において、住民への意識啓発事業の実施等を通じて、関係自治体間の連携の強化を図

っている。大阪湾環境保全協議会では、これからも守り続けたい大阪湾が持つ魅力を発掘

し、広く発信することにより、大阪湾の環境保全の取組みをより一層推進するため、平成

29年度より「ぐるっと大阪湾フォトコンテスト」を開催している。 

 

⑤情報提供、広報の充実 

○ ホームページの活用による情報の共有（国・府・市町） 
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近畿地方整備局のホームページに設置された「大阪湾環境データベース」や環境省の「せ

とうちネット」、大阪湾環境保全協議会のホームページ等の活用により、情報の共有化を図

っている。 

○ 大阪府のホームページのうち、大阪湾に係る総合ページである「大阪湾と河川の環境保

全」の閲覧数は、平成 28年度当初は年間約５千であったのが、令和２年度には、年間約１

万と約２倍に増加している。 

 

⑥環境保全思想の普及及び住民参加の推進 

○ フェスタ等の開催 

・ほっといたらあかんやん 大阪湾フォーラム（大阪湾見守りネット・大阪湾環境保全協議会・ 

近畿地方整備局神戸港湾空港技術調査事務所） 

・魚庭の海づくり大会（府、府漁連、府立環境農林水産総合研究所）（図 24参照） 

・ECO縁日（大阪市） 

・2019エコフェスタおおさかさやま（大阪狭山市） 

○ フェスタ等への出展 

・ワークショップ「チリメンモンスターを探せ＊」の実施（府・市町・大阪湾環境保全協議会） 

＊チリメンジャコに混ざっているカタクチイワシ以外の様々な生き物を探し出し、生物の多様性

を知ることを通じて、大阪湾の環境保全の重要性を学ぶことを目的としたワークショップ 

○ 生物観察会等の開催 

・「夏休みこども体験・海の教室」（府立環境農林水産総合研究所） 

・野外観察会「阪南２区人工干潟観察会」（岸和田市）  

○ 授業・講座等の実施 

・「海洋教育バイオニアスクールプログラム（地域展開部門）」を活用した海洋教育の実施お

よび実践報告会（阪南市教育委員会） 

・環境教育セミナー（熊取町） 

・環境啓発講座、出前講座等（大阪市） 

○ 環境教育冊子の作成・配布 

・「考えよう！わたしたちのくらしと環境・エネルギー」（府、大阪湾環境保全協議会） 

・環境副読本「わたしたちのくらしと環境」（枚方市） 

○ 海洋プラスチックごみ問題啓発用ポスター・チラシの作成・配布（府）（図 25参照） 

○ 大阪府環境保全基金の活用（府） 

民間団体の豊かな環境の保全や創造に資する自主的な活動を支援するため、活動内容が

先進的で他の模範となるような事業に対し、補助金を交付している。 

（交付事例） 

・継続的な沿岸環境保全のための市民参加型アオサ処理技術の開発 

・はんなん里海プロジェクト 

○ その他  

・サイネージでの配信（府） 

・ラジオ・テレビ・YouTubeチャンネルへの放送・配信（府） 

・各種情報誌等への寄稿（府政だより、他機関会報誌等）（府） 
 

 
図 24 魚庭の海づくり大会の様子 

 

 

 

 

図 25 海洋プラスチックごみ啓発 

ポスター 
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⑦環境教育・環境学習の推進 

○ 生物観察会等の開催（再掲） 

・「夏休みこども体験教室・海の教室」（府立環境農林水産総合研究所） 

・野外観察会「阪南２区人工干潟観察会」（岸和田市）  

○ 授業・講座等の実施（再掲） 

・「海洋教育バイオニアスクールプログラム（地域展開部門）」を活用した海洋教育の実施お

よび実践報告会（阪南市教育委員会） 

・環境教育セミナー（熊取町） 

・環境啓発講座、出前講座等（大阪市） 

○ 環境教育冊子の作成・配布（再掲） 

・「考えよう！わたしたちのくらしと環境・エネルギー」（府、府内市町村、大阪湾環境保全

協議会） 

（図 26参照） 

・環境副読本「わたしたちのくらしと環境」（枚方市） 

 

 

⑧国内外の閉鎖性海域との連携 

○ 国際エメックスセンターの支援（府） 

閉鎖性海域の環境保全と適正利用並びに国際協力の推進に資するために設立された公益

財団法人国際エメックスセンターを支援している。 

毎年度、行政機関会議への出席及びセミナー等に参画し、意見交換等を実施している。 

図 26 環境教育教材冊子 

「考えよう！わたしたちのくらしと環境・エネルギー」 

 


